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９
 

産業構造の重化学工業化と財閥の転向

９－１
 

内部循環的な拡大
財政面からの有効需要拡大政策と、低為替による輸出

 拡大を背景に、1930年代の日本経済は、急テンポの景
 気回復過程に入った。

その過程で特徴は、海外からの競争圧力が大幅に低下
 する中で、重化学工業を中心とした産業間の有機的な相
 互関係を通して「内部循環的な経済拡大」が実現したこと。

それは、操業率の上昇によって開始される生産の拡大が、
 次第に設備投資に向かうに従い、その設備投資それ自

 体が国内の重工業部門に新たな投資需要となって市場
 を拡大し、この市場拡大が重工業部門の投資をさらに呼
 び起こすというような関連が形成されたことを意味した(投
 資が投資を呼ぶ)。
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重化学工業化

重化学工業化率
 は、

１９２８年３０.７％
１９３０年３５.５％
１９３６年４９.３％
に上昇。

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.301より引用
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重化学工業品の価格の変化
1932年の関税改正を契機に大幅な価格上昇が

 実現し、国内企業に有利な競争環境、費用価格
 関係が整った。

高橋大蔵大臣

犬養首相
日本を法管轄とするこの写真画像は、1956年（昭和31年）12月31日までに公表されたか、
1946年（昭和21年）以前に撮影され、起算日から10年以内に公表されなかったものである

 

ため、日本の旧著作権法第23条及び著作権法附則第2条の規定により著作権の保護期間

 

が満了しています。

（写真：ウィキペディアより）
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鉄鋼価格と関税

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.242より引用
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重化学工業品の価格変化
‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.239より引用
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重化学工業品の価格の変化
1932年の関税改正を景気に大幅な価格上昇が

 実現し、国内企業に有利な競争環境、費用価格
 関係が整った。

その結果、鋼材や機械に見られるように自給度
 が向上した。
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重工業の生産と輸出入

‡
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重化学工業品の価格の変化
1932年の関税改正を景気に大幅な価格上昇が

 実現し、国内企業に有利な競争環境、費用価格
 関係が整った。

その結果、鋼材や機械に見られるように自給度
 が向上した。

そのなかで、操業率の上昇や新設備の導入に
 よって、各産業で「付加価値生産性」に表現され

 る労働生産性の上昇が見られ、労働分配率が低
 下して企業の収益性は高まったのである。
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生産数量指数

生産の拡大のテンポは、

①工業薬品、

②鉄鋼

③繊維原料

④セメント・ガラスの順

‡
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産業別付加価値生産性

１．５倍
４．５倍 １．３倍

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.276より引用
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産業別労働分配率

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.277より引用
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鉄鋼業と機械工業

鉄鋼業では、1931-36年に日本の支配領域である「日満
 鮮」の銑鉄生産力は年産215万噸から300万噸に、鋼材生

 産力は291万噸から545万噸に増加した。

しかし、銑鉄と鋼材の能力差は縮小しなかったために、イ
 ンドからの銑鉄の輸入やアメリカからの屑鉄の輸入など

 を原料とする平炉鋼材生産が依然として大きな役割を果
 たした。
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圧延鋼材の用途
‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.302より引用
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機械工業の鉄鋼需要

鋼材の需要は主
 として設備投資の
 ための機械等の

 生産と軍需に向
 けられ、そのなか

 で鉄鋼業が産業
 発展の基軸産業
 となった。

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p303より引用
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鉄鋼業と機械工業

鉄鋼業では、1931-36年に日本の支配領域である「日満
 鮮」の銑鉄生産力は年産215万噸から300万噸に、鋼材生

 産力は291万噸から545万噸に増加した。

しかし、銑鉄と鋼材の能力差は縮小しなかったために、イ
 ンドからの銑鉄の輸入やアメリカからの屑鉄の輸入など

 を原料とする平炉鋼材生産が依然として大きな役割を果
 たした。

鋼材の需要は主として設備投資のための機械等の生産
 と軍需に向けられ、そのなかで鉄鋼業が産業発展の基

 軸産業となった。

機械工業では、工作機械や電気機械などの分野で、順
 次、高級機の国産化が進み、国内需要を掌握していった

 が、一部の機械では特殊鋼などの素材面で国内供給に
 難点があった国産化が遅れた。
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工作機械の需給

‡
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化学工業・綿工業

化学工業では、20年代末に勃興期を迎えていた化学肥
 料(硫安)やレーヨンなどが本格的な発展期を迎え、金属
 工業では飛行機などの製作のためにアルミニウムなどの

 産業が余剰電力を利用して発展の緒についた。

綿工業では、アメリカの不況を背景とする世界的な綿花
 価格の低落による原料安のもとで積極的な市場開拓に
 支えられたアジア市場向け織物輸出の拡大が見られた。

インドや蘭領インドだけでなく、各地で日本のシェアが上
 昇し、そのため、日本と相手国との通商上の摩擦を惹起
 することになった。そうした通商面での対立が直ちに世界
 大戦につながる国際間の緊張を惹起したわけではなかっ
 たが、国際金融システムが機能不全に陥っている中で、

 こうした輸出拡大には、相手国などの抵抗が強く、輸出
 面からの拡大の制約要因をはらむものであった。
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９－２
 

重化学工業化と資金調達

こうして製造工業生産額にしめる重化学工業
 部門の比率は、1930年の32.8%から40年には

 49.3%に上昇した。重化学工業がが急進展した。

この構造変化は、

１９３２－３６年には、２８－３２年に比べて、設備投資
 は４割以上増加した。

その間、資金面では償却と利益積み立てという内部
 資金に依存し、外部負債は投資増にかかわらず、む
 しろ減少した。

重化学工業投資は、産業企業の投資の６割以上占め、
 相対的に内部資金への依存が小さく、株式などによる

 調達が大きな意味を持った。
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主要企業の投資の資金

１９３２－３６年には、２

 ８－３２年に比べて、設

 備投資は４割以上増加

 した。

その間、資金面では償

 却と利益積み立てとい

 う内部資金に依存し、

 外部負債は投資増に

 かかわらず、むしろ減

 少した。

重化学工業投資は、産

 業企業の投資の６割以

 上占め、相対的に内部

 資金への依存が小さく、

 株式などによる調達が

 大きな意味を持った。

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.280より引用
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重化学工業の投資と資金
‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.281より引用



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

９－３
 

労賃の低下と労使関係

重化学工業化は、雇用面にも反映し、重化学工業部門
 の従業員の構成比は30年の23.8%から40年には57.1%に
 達した。

この重化学工業の発展には、労働市場の変化と賃金コ
 ストの低下も大きな役割を果たした。
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昭和恐慌期に急増し
 た労働者の解雇＝

 失業の増大を前提に、
 32年からは工場部門

 で反転して雇用拡大
 に転じたが、30-35年
 に実質賃金はわず

 かながら低下した。

この点は、不況が長
 引いたアメリカでも、
 恐慌下で急落した賃
 金が33年には低落に
 歯止めかがかって反
 転上昇をみせたのと
 対比しても日本の特
 徴であった。

‡

橋本寿朗
「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.250より

 
引用



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

９－３
 

労賃の低下と労使関係

重化学工業化は、雇用面にも反映し、重化学工業部門
 の従業員の構成比は30年の23.8%から40年には57.1%に
 達した。

この重化学工業の発展には、労働市場の変化と賃金コ
 ストの低下も大きな役割を果たした。

昭和恐慌期に急増した労働者の解雇＝失業の増大を前
 提に、32年からは工場部門で反転して雇用拡大に転じた
 が、30-35年に実質賃金はわずかながら低下した。

この点は、不況が長引いたアメリカでも、恐慌下で急落し
 た賃金が33年には低落に歯止めかがかって反転上昇を
 みせたのと対比しても日本の特徴であった。

部分的には34年頃から熟練工の不足が問題になったと
 はいっても、全般的には農村の不況を背景に過剰な不熟

 練労働力が大量に存在したことが背景だったが、賃金の
 低落には恐慌下の特殊な条件がかかわっていた。
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離村労働力の産業別構成

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.250より引用
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労資関係の安定

賃金が低下する中で、恐慌期から労資関係は比較的安
 定し、一定の解雇手当の支給によって、雇用の量的な調
 整が進められた。

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.334より引用
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労資関係の安定

労資関係の安定は、１９２０
 年代に大企業で進展した

 「労資同権化」＝人格承認
 に基づく「懇談制」が有効で
 あったことを示した。

紛争は、増加したが、その
 多くは、調停法に基づいて
 平和のうちに処理された。

中小の経営では労働条件
 は悪化し、争議が小規模分

 散的な形で継続した。

→規模別賃金格差に示さ
 れる「二重構造」の形成に
 帰結。

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.332より引用
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労働争議の調停者

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.333より引用
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労賃低下のメカニズム

賃金低下は、

①恐慌期に賃金水準が低落していたこと、

②年長の高給者が解雇されたこと、

③回復期に雇用の拡大が主として若年者を中
 心に進み、雇用者の年齢構成の変化が平均

 賃金を引き下げる方向に働いたこと、

④臨時工制度や外注によるコスト引き下げが
 試みられ、より低い賃金水準を利用した生産

 形態が普及し、産業レベルでの賃金水準を引
 き下げたこと

による。
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就業年数分布

就業年数は若年
 にシフトした。

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会
p.261より引用
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臨時工の雇用

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.264より引用
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臨時工賃金

臨時工賃金は常用
 工(並職)と比べて１
 －２割程度低かっ

 た。

その雇用数は、増
 加傾向にあり、とく
 に３６－３７年には
 急増した。

特に大規模工場で
 その比率は大き

 かった。－－企業
 内の二重構造

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.265より引用
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臨時工比率

‡
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大阪の重工業労働者

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.263より引用
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機械工業における外注 ‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.268より引用
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機械工業における外注

小規模工
 場では、下

 請け依存
 度が３割

２００－５０
 ０人規模工
 場で外注

 依存度か
 高い

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.268より引用
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機械工業における外注
‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.268より引用
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下請

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.272より引用
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９－４
 

財閥の転向と独占

転向の内実
血盟団事件による三井合名理事長団琢磨の暗殺に象

 徴される「財閥批判」を背景に、財閥は、「転向」を進めた
 といわれる。恐慌下のドル買いの主役が三井などの財閥
 銀行であったことから、国策に反し、国民の貧窮を後目

 に利益をむさぼったというのが、この「財閥批判」の基盤
 となっていた。そのため、建国直後で新しい投資機会とし
 て期待されていた満州への進出を財閥は軍部から拒ま

 れるなどの事態ともなった。



現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

批判に応えて財閥は、社
 会的な貢献をアピールすべ
 く、保有株式の公開や慈善
 活動等への寄付などによっ
 て利益を社会還元する「転

 向」を進める。また、同族の
 各企業トップからの退任＝

 専門経営者トップ就任、役
 員に定年制の実施なども

 決定した。

三井財閥の転向を
主導した池田正彬

三井理事長団琢磨
 暗殺を伝える新聞

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「団琢磨暗殺の新聞記事」

の写真を省略させていただきます。

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「池田正彬」

の写真を省略させていただきます。
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財閥中核企業の利潤

急増した財閥
 企業の利潤

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.356より引用
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財閥本社の利益

特に三井は、恐慌下でも高い利益を上げていたが、
 その後の回復の程度は、三菱や住友と比べて緩慢

 であった。

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.359より引用
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三井と住友の株式投資

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.358より引用
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重化学工業における財閥企業

三井は物産と鉱山を中心とした投資を継続し、住友は重
 工業部門に投資を拡大した。その結果、これらの財閥系
 企業が主要産業で相対的に高い地位を得ていた。

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.355より引用
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財閥の投資分野
１９３６－３７年の

 変化

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.354より引用
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新興財閥

しかし、財閥の「転向」は、社会的な批判に応えるという
 面を持っていると同時に、新たな経済環境に対応するた

 めの積極的な企業組織の改組という面を持っていた。

なぜなら、重化学工業化が進展した30年代に、日本産業、
 日本窒素、日本曹達、森＝昭和電工、理研などの新しい

 企業集団が急成長し、重化学工業分野で財閥の投資拡
 大が遅れがちであった。
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新興財閥の発展

理化学研究所

日本窒素の野口遵

‡

‡
‡

写真：独立行政法人理化学研究所提供

写真：財団法人大河内記念会提供

大河内正敏

写真：日本近代史研究会「画報近代百年史」
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著作権処理の都合で、この場所に挿入されていた

「昭和肥料」

の写真を省略させていただきます。

昭和肥料
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新興財閥

しかし、財閥の「転向」は、社会的な批判に応えるという
 面を持っていると同時に、新たな経済環境に対応するた

 めの積極的な企業組織の改組という面を持っていた。
なぜなら、重化学工業化が進展した30年代に、日本産業、

 日本窒素、日本曹達、森＝昭和電工、理研などの新しい
 企業集団が急成長し、重化学工業分野で財閥の投資拡
 大が遅れがちであった。

このような投資の遅れの原因の一つは、財閥の所有＝
 出資の構造の特質である「封鎖性」のもつ限界面にあっ
 た。

転向の諸措置のうち、経営者の登用や権限の委譲はす
 でに第一次大戦期から進んでおり、寄付行為も行われて
 いたこと、さらに株式公開も30年代に開始されたわけで

 はなく、「転向」の内実はとくに新しいものではなかった。
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トラスト化とカルテル化

財閥の組織変更と並行して、
 産業組織にも大きな変化

31年に制定された重要産業
 統制法は、恐慌対策として

 カルテル助成立法としての
 性格を持った。

さまざまな分野でカルテル
 が結成された。

また、電力、石油などでは、
 電気事業法、石油業法など
 の事業法的な措置を伴って
 カルテル協定が強化された。 カルテル化を推進した産業合理局

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「カルテル化を推進した産業合理局」

の写真を省略させていただきます。
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重要産業統制法

第１条は
 

カルテル結成
 の助成

第２条は、アウトサイ
 ダーへの加入命令

第３条は
 

公益規定



重要産業統制法による指定産業

綿糸紡績、絹糸紡績、人絹、洋紙、板紙、カーバイト、晒
 し粉、硫酸、酸素、硬化油、セメント、小麦粉、銑鉄、合金
 鉄、棒鋼、山形鋼、鋼板、線材、銅及び真鍮の圧延

 板、・・・・

現代日本経済史2004

Haruhito Takeda

‡

安藤良雄編「近代日本経済史要覧第2版」東京大学出版会

 

p.124より引用
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カルテル価格と非カルテル価格

カルテル価格
 の下方硬直

 性

回復後の上
 方硬直性

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.317より引用
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さらに、企業の大合同も進められた。

33年の王子製紙、三和銀行、

34年の日本製鉄、三菱重工業、

35年の住友金属などが

その例であった。

こうして、重化学工業化の進展とともに、全般的には寡
 占的な産業体制が強化された。
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企業集中の進展

５００人以
 上工場の
 比率

金属・化学
 で大工場

 比率が上
 昇、

これに対し
 て、下請け
 外注化が

 進んだ機
 械は、むし

 ろ低下
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日本製鉄の成立 ‡

‡

‡

日本近代史研究会「画報近代百年史」

 

第14集

 

p.1054より引用
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鉄鋼カルテルの価格変化
日本製鉄を中心に鉄

 鋼カルテルは１９３０年
 代に活動を継続するが、

 ３３年以降価格は安定
 し、日本製鉄成立後、

 低下した。

国策会社であることを
 考慮しても、トラストか
 がその企業に独占的

 な高利潤をもたらすよ
 うな価格行動をとらせ
 たとは言えなかった。

‡

橋本寿朗「大恐慌期の日本資本主義」

 

東京大学出版会

 

p.317より引用
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